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項目 改訂する照査内容 改訂理由

基本条件の照査
（函渠工）

カルバートの重要度及び要求性能は決定されているか 基準改定への対応

慣用設計法の適用範囲内（従来型カルバート）か。それ以外の場合、設計方法は適切か 〃

自動設計の適用方法は適切か。（削除） 自動設計の廃止

土被りの条件は妥当か。土被りの変化が大きい箇所での断面変化は考慮してあるか 従来通り

縦断方向（構造物方向）の設計の必要性は確認したか 照査項目がなかった

ウイングの高さの決定根拠は適切か。防護柵の設置は必要か 見落としやすい項目

カルバートの規模、土被り、基礎の支持条件に応じて適切な鉛直土圧係数を設定しているか 設計ミス事例がある

設計成果の品質確保に関
する検討（詳細設計照査
要領の改訂に向けて） 
 

防災・メンテナンス基盤研究センター 建設システム課 

   研究官 高野 進 課長補佐 市村 靖光 交流研究員 遠藤 健司 課長 山口 達也 

（キーワード）  詳細設計、品質確保、三者会議、照査要領  

 

１．はじめに 

国土交通省では、建設生産システムの中でも上流

段階に位置し、成果が事業全体の品質やコストに大

きく影響を及ぼす設計業務において、受発注者間の

役割・責任を明確にした品質確保対策の検討を行っ

ている。国総研においても、設計業務の各段階にお

ける課題改善策を検討しており、今年度は、受注者

によって確実に照査が実施できるよう詳細設計照査

要領（以下、「照査要領」と称す）の改訂に必要な基

礎資料の整理を行った。 

２．照査要領の概要及び改訂 

照査要領は、「成果品の品質向上」「基本事項の統

一による照査の効率化」等を目的とし、8工種（河

川部門3工種、道路部門4工種、共通部門1工種）

を対象として、受注者に本要領に基づいた照査（設

計段階毎に照査項目をチェック、設計調書の作成）

を実施することを義務づけているものである。 

照査要領の改訂においては、関連基準の改定に伴

い見直しが必要な箇所を抽出した。さらに、設計段

階で不具合防止対策に繋がる、「追加が必要な照査項

目」を検討するため、発注者、設計者、施工者（以

下、「三者」と称す）が施工前に実施する三者会議 

 

 

 

 

 

 

 

の議事録を基に、発覚した不具合事例の分析及び関

係者へのヒアリングを実施した。今回は不具合件数

の多い3工種（道路、橋梁、築堤・護岸）を対象と

した。 

３．不具合事例の分析や関係者へのヒアリング  

 不具合事例の分析においては、その種類、内容、

発生した部位、発生要因などを明らかにするため、

三者へアンケート及びヒアリングを実施した。その

結果、設計段階にて現場条件・施工条件の把握が不

十分であったことや維持管理条件の確認不足などが

原因となっていたことがわかった。また、施工者の

創意工夫や施工手順の見直しによって改善した不具

合など、設計段階で判断することは困難である事例

もあった。以上の調査結果を基に、各工種の不具合

の内容に該当する照査項目との関連づけ等を行った

（下表参照）。 

４．今後の予定 

今後は、照査要領の改訂に向けて、8工種において

照査項目、設計調書の内容を具体的に取りまとめる

とともに、建設生産システム全体を視野に入れた新

たな品質確保対策を検討していく予定である。 
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表 照査要領の改訂イメージ（道路のうち、函渠工） 
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①国交省と同じ,

12件, 60%

②配点のみ異なる, 

1件, 5%

③国交省旧要

領と同じ, 

4件, 20%

④国交省旧要領の配

点のみ異なる,

3件, 15%

地方公共団体における工
事成績評定要領等に関す
る調査 
 

防災・メンテナンス基盤研究センター 建設システム課 
施工管理技術係長 髙野 佳明 課長補佐 市村 靖光 交流研究員 遠藤 健司 課長 山口 達也 

（キーワード）  品質確保、工事成績評定、監督・検査 

１．はじめに 

国土交通省では、公共工事の厳正かつ的確な成績

評定を図り、もって受注者の適正な選定及び指導育

成に資することを目的として「請負工事成績評定要

領」を定めている。各地方整備局発注の請負工事に

おいては、この要領に基づき工事成績評定を実施し

ており、適宜評定要領の見直しも行っている。 

また、これに準じた形で地方公共団体においても、

工事成績評定要領等が定められ、請負工事への工事

成績評定を実施しているところである。 

一方、平成26年6月4日に公共工事の品質確保の促

進に関する法律の一部を改正する法律（以下、改正

品確法という）が施行され、公共工事の施工状況の

評価が発注者間で相互に有効活用されるよう、その

評価の標準化のための措置を講ずる旨が位置づけら

れた。 

このため、国総研では地方公共団体における工事

成績評定要領等の策定状況を把握し、その評価方法

等の分析を行ったので、その結果について報告する。 

２．調査結果の概要について  

 今回の調査では、全国47都道府県及び20政令指定

都市における工事成績評定要領等関係資料について

収集し、評価方法等について比較分析を行った。 

調査の結果、工事成績評定要領については、全て

の都道府県及び政令指定都市において策定されてお

り、それに基づき工事成績評定が実施されているこ

とがわかった。 

次に、評価方法に関しては、細目別評定点採点表

などから評価項目や配点などについて比較を行った。 

国交省の平成22年3月改定された請負工事成績評

定要領（以下「現行要領」）と同じ評価項目や配点

となった地方公共団体は、都道府県、政令指定都市

ともに約60%を占めている。一方、残りの40%の地方

公共団体は、評価項目のみ、配点のみが異なるケー

スや平成19年3月一部改定された請負工事成績評定

要領（以下「旧要領」）がそのまま使われているケ

ースもあった。さらに独自の評価項目や採点方法を

設定している地方公共団体もあった。（図－１、図

－２） 

 

 

 

 

 

 

図－１ 評価方法（都道府県） 

 

 

 

 

 

 

 

図－２ 評価方法（政令指定都市） 

３．終わりに 

今回の調査では、地方公共団体において、配点が

多少異なるケースはあるが、半数以上が国交省現行

要領や旧要領に準拠していることが判った。 

今後は、改正品確法に基づき評価の標準化・発注

者間での相互活用に向けた検討を行っていく予定で

ある。 
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①国交省と同じ, 

28件, 60%

②配点のみ異なる,

11件, 23%

③国交省旧要

領と同じ, 

5件, 11%

④国交省旧要領の

配点のみ異なる,

1件, 2%

⑤国交省旧要領に独自

項目を設定, 1件, 2% ⑥独自の評価方法, 

1件, 2%
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設計成果の品質確保に 
関する検討（詳細設計照査 
要領の改訂に向けて）

防災・メンテナンス基盤研究センター　建設システム課 
研究官　高野　進　課長補佐　市村　靖光　交流研究員　遠藤　健司　課長　山口　達也




